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米沢市楽天ふるさと納税ポータルサイト運用等業務委託プロポーザル実施要領 

 

１ 業務の目的 

本業務は、米沢市（以下「本市」という。）が、受付を行っているふるさと納税ポータルサイト「楽天

ふるさと納税」（以下「楽天サイト」という。）の運用に係る業務を民間事業者に委託することで、幅広

い寄附者のニーズに対応し、これまで以上に本市の魅力を広く発信しながら、寄附向上及びシティプロ

モーションのさらなる推進に繋げることを目的に、楽天サイトの運用に係る業務を公募型プロポーザル

方式により選定された民間事業者へ委託するため、必要な事項を本要領にて定める。 

 

２ 業務の概要 

（１）業務名    米沢市楽天ふるさと納税ポータルサイト運用等業務委託 

（２）業務内容  「米沢市楽天ふるさと納税ポータルサイト運用等業務委託仕様書」のとおり 

（３）委託期間   契約締結の日から令和５年３月３１日まで 

（４）見積限度額 ２，９７０，０００円（税込） ※想定寄附額 ９０，０００千円 

楽天サイトを通じて受けた寄附金額の３％（消費税及び地方消費税は含まない。） 

（楽天サイトへの掲載費用、クレジットカード等の寄附金決済手数料は含まない。） 

 

３ 参加資格 

本プロポーザルに参加する者は、以下に掲げる要件を全て満たさなければならない。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

（２）令和２年度又は令和３年度の寄附受入額が１０億円以上の実績を有する他自治体発注による本業

務と同種の業務を元請として受注した実績を有する者であること。（同種の業務とは、楽天ふるさ

と納税の運用業務をいう。） 

（３）米沢市競争入札参加資格者指名停止規程（平成６年３月３１日告示第６６号）に基づく指名停止 

 措置を受けていないこと。 

（４）国税（法人税、消費税及び地方消費税）及び地方税の滞納がないこと。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に掲げ

る暴力団の構成員若しくはそれらの利益となる活動を行う者でないこと。 

（６）県内に本社又は事業所を有する法人であること。 

（７）ＬｅｄｇＨＯＭＥ（以下「レジホーム」という。）を通して業務の共有が必要となるため、他自治

体でレジホームを使用しての業務実績があること。 

（８）その他の法令・規則等に違反していないこと。 

※ なお、応募以後、上記の参加資格を満たさないと判断された場合、契約候補者となることができな

い。また、契約後に上記の参加資格を満たさなくなった場合、契約を解除することがある。 

 

４ スケジュール 

実施内容 日程 

公募の開始（公告） 令和４年６月７日（火） 

質問書の提出期限 令和４年６月１４日（火）午後５時必着 

質問の回答 令和４年６月１７日（金）市のホームページへ掲載 
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５ 参加手続き等 

（１）各種書類の配布 

公募に関する資料等、手続きに必要な書類は、米沢市ホームページからダウンロードすること。 

（個別の配布は行わない。） 

（２）質問書の受付及び回答 

ア 受付期限 令和４年６月１４日（火）午後５時必着とする。 

締切りを過ぎた問合せには回答しない。また、他の応募事業者に関する質問にも応じない。 

イ 受付場所 米沢市米沢ブランド戦略課 

ウ 提出書類 質問書（様式１号） 

エ 提出方法 電子メールによる。（電話での質問には応じない。） 

オ 回答方法 全ての質問を一括して取りまとめ、令和４年６月１７日（金）以降に市のホームペー

ジに掲載する。 

（３）参加表明書の提出 

ア 提出期限 令和４年６月２１日（火）午後５時必着とする。 

イ 提出場所 米沢市米沢ブランド戦略課 

ウ 提出書類 参加表明書（様式２号）、事業者概要書（任意様式） 

参加表明書については、代表者印を押印の上、提出すること。また、事業者概要書については、

事業者の概要及び事業実績がわかる書類（任意様式）を添付すること。 

公告日において米沢市競争入札参加資格を有しない者については、以下の書類を提出すること。   

① 直前年度の財務諸表（貸借対象表・損益計算書等）  

② 法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書（税務署で発行３か月以内）  

③ 登記事項証明書（法務局で発行３か月以内）  

④ 暴力団排除に関する誓約書（様式３） 

なお、参加表明後に辞退する場合は任意の様式により書面にて提出すること。 

エ 提出部数 １部 

オ 提出方法 持参又は郵送による。（郵送の場合は、提出期限必着とする。） 

（４）技術提案書等の提出 

ア 提出期限 令和４年７月１日（金）午後５時必着とする。 

期限を過ぎた場合は辞退したものとみなす。 

イ 提出場所 米沢市米沢ブランド戦略課 

ウ 提出書類 技術提案書等提出書（様式４）、技術提案書（カ 技術提案書等の詳細を参照）、参考見

実施内容 日程 

参加表明書の提出期限 令和４年６月２１日（火）午後５時必着 

参加資格確認結果の通知 令和４年６月２３日（木）各事業者へメールにて報告 

技術提案書等の提出期限 令和４年７月１日（金）午後５時必着 

技術提案の審査（プレゼンテーション選考） 令和４年７月中旬を予定 

選定結果の通知 令和４年７月中旬を予定 

契約締結 令和４年７月中旬を予定 
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積書（様式５号） 

エ 提出部数 様式４号及び様式５号を添付した正本１部 

様式４号及び様式５号を添付しない副本５部（写しでも可） 

オ 提出方法 持参又は郵送による。（郵送の場合は、提出期限必着とする。） 

カ 技術提案書等の詳細 技術提案書については任意様式とするが、業務仕様書の内容を踏まえつつ、

以下の①から⑥までの内容が盛り込まれているよう留意すること。また、提出書類は、Ａ４版に統

一して作成し、左綴じ、カラー両面印刷を原則としてファイル等に綴じること。ただし、図表等の

場合はＡ３サイズ可とし、Ａ４サイズに折り込むこと。なお、提案者を特定できるような内容（具

体的な社名等）は記載しないこと。 

① 業務体制及び導入計画について 

本業務の実施体制について説明すること。また、準備期間から業務開始までのスケジュール計

画について説明すること。 

② 楽天サイトにおける返礼品登録までの工程について 

楽天サイトの運用業務の工程についてわかりやすく図示等で説明すること。また、返礼品取扱

事業者との画像共有等の連携方法についても説明すること。 

③ リピーター確保策について 

楽天サイトの傾向と本市返礼品の特徴を説明したうえで、リピーター確保に繋がる策を提案す

ること。 

④ ＰＲ方法について 

提案者が有するノウハウ等を活用し、本市寄附者のニーズ等について調査分析したうえで、楽

天サイトを中心に、寄付の促進に繋がると思われるＰＲ策について提案すること。 

⑤ その他自社の優位性について 

企画提案者の優位性について説明すること。 

⑥ 業務に要する費用について 

参考見積額に係る説明を行うこと。 

（５）技術提案書提出に当たっての留意事項 

ア 技術提案書等及び参考見積書は、１者につき１提案に限る。 

イ 提出された技術提案書等は，事業者に返却しない。 

ウ 提出された書類は事業者の選定を行う作業に必要な範囲内において、本市で複製を作成すること

がある。 

エ 本市から提供した参考資料を無断で第三者に提供すること及びその他の目的に転用することを

禁止する。 

オ 技術提案書の受理後はいかなる追加及び修正を認めない。 

カ 技術提案書等の著作権は、当該技術提案書等を作成した者に帰属するものとする。 

 

６ 選定方法 

（１）プレゼンテーション及びヒアリング（以下「プレゼン等」という。） 

提案者のプレゼンテーションに対し、米沢市楽天ふるさと納税ポータルサイト運用等業務委託プ

ロポーザル選定委員会（以下「委員会」という。）委員によるヒアリングを実施する。なお、プレゼ

ン等及び委員会による審査は非公開で行う。 
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ア 実施予定日 令和４年７月中旬を予定 

イ 会場・時間 実施日と併せて別途通知する。 

ウ 説明者 ３名以内とする。 

エ プレゼン等の方法 

① プレゼン等は提出された技術提案書等により非公開で行う。 

② 初めに提案者より２０分間のプレゼンテーションを行い、その後、審査員による１０分間程度

の質疑応答を実施する。 

③ プレゼンテーションで使用するパソコンは提案者側で準備すること。ただし、プロジェクター

及びスクリーンは本市で準備する。 

④ 追加資料の配布を禁止する。 

⑤ プレゼンテーションの資料に提案者を特定できるような内容（具体的な社名等）を記載しない

こと。また、ヒアリングにおいても社名等が分かるような表現をしないこと。 

オ プレゼン等の順序 プレゼン等の順序は、技術提案書等の受付順とする。 

カ プレゼン等の参加者数 プレゼン等の参加者数は５者とし、参加申込者が６者以上の場合、業務

実績の評価により５者を選定し、令和４年６月２３日（木）までに通知する。なお、提案者が１者

のみの場合であっても、プレゼンテーションによる審査を実施するものとする。 

（２）評価項目及び評価基準 

  別紙１のとおり 

（３）選定方法及び結果通知  

委員が評価基準により採点し、各委員の採点の合計点が最も高い者を最優秀者、二番目に高い者

を優秀者（次点者）として特定し、公表する。ただし、採点合計が総得点の 60％未満である場合は、

受託候補者として選定しない。提案者が１者の場合であっても同様とする。また、提案内容の項目

のうち、いずれかの項目について０点となった場合も欠格とする。なお、合計点が最も高い者が２

者以上いる場合には、企画提案に関する点数の高い者を最優秀提案者として選定する。 

審査結果については、令和４年７月中旬以降に参加事業者全員に対し文書で通知する。なお、こ

の審査結果についての異議は認めない。 

（４）その他 

ア プロポーザルの参加に要する一切の費用（企画提案書作成費、交通費等）は事業者の負担とする。 

イ 提出された技術提案書やプレゼンテーション実施時、次に該当することを確認した場合は無効と

する。 

① 技術提案の内容が本要項の条件に適合しないもの。 

② 虚偽の記載があるもの。 

③ 本業務の見積金額が提案上限額を超えていたとき。 

④ 技術提案書等に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていなかったとき。 

⑤ 公正な審査を妨げる行為があったと認められるとき。 

⑥ その他不正な行為があったと市長が認めたとき。 

 

７ 業務委託契約 

（１）契約締結交渉 

市は上記により選定された最優秀者と契約交渉を行う。ただし、契約交渉が不調のときは、優秀者
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と契約交渉を行う。なお、業務内容は、仕様書を基本とするが、両者協議の上変更することがある。 

（２）委託料 

契約締結後、実際の業務開始までは準備期間とし、委託料は発生しない。それぞれの業務が運用開

始となり、実績に基づき受託者から請求があった際に支払うこととする。 

 

８ その他 

（１）再委託について認めないものとする。 

（２）やむを得ない事情により日程等の変更が生じる場合には、別途通知する。 

（３）公平な選定を行うため、本業務の契約締結が終了するまでは、このプロポーザルに関する本市

職員への営業活動及び来庁は控えること。 

（４）郵送、電子メール等の通信事故については、本市はいかなる責任も負わない。 

（５）共同企業体（JV）による参加表明は認めない。 

（６）本要領に規定されていない事態が発生した場合は、委員会が協議して決定する。 

 

９ 問合せ先 

米沢市米沢ブランド戦略課米沢ブランド推進担当 

所在地：〒９９２－８５０１ 山形県米沢市金池五丁目２番２５号 

電話 ：０２３８－２２－５１１１（内４５０２） 

ＦＡＸ：０２３８－２４－４５４１ 

E-mail：yone-furu@city.yonezawa.yamagata.jp 


